






The purpose of this article is to illustrate the incentive system due to reduce the accident 
probability for insured. There are many articles which were focused on that incentive system in the 
insurance market. But it is very difficult to understand this description because they had used some 
complicated mathematical techniques. Thus, the article explains that theory using not the 
mathematical equations but only the diagrams. 
The article provides a simple model. It can explain that the combination among the incentive 
systems can prevent not to effort for insured. 
 


















                                                        
*本稿は、2002 年 1 月 12 日に開催された保険学セミナー（大阪府商工会館）での報告を、






























                                                        
1 なお他に、このような損害防止努力にかかるインセンティブ制度の経済分析に関するサー
ベイとして、Milgrom-Roberts [1992, Chapter 6-7]および Winter [1992]を参照。 
2 Bennett [1992, pp.261-262]は、事故発生前の損害防止努力を “Pre-Loss Minimisation”、事故











































800 万円という別の資産 B によっても資産 A を保有・利用した場合と同じ水準の効用が得





































 第 1 は、無差別曲線が北東方向にあればあるほど－つまり原点から遠ざかれば遠ざかる
ほど－、被保険者の効用水準は大きくなるということである。ゆえに以下の（図 4）におい








( )12 UU >
 
 



























































































たときのそれとが同一となるような点を求めれば、（図 8）における点 P のように描かれる。 
 
                                                        
9 なお以下では議論の透明性を維持するため、損害防止努力を実施するか否かについて検討
していくが、損害防止努力の実施を High effort、損害防止努力の不実施を Low effort とそれ
ぞれ読み替えても、以下に述べる議論は基本的に変わらない。 


















 なお、損害防止努力の実施に関して無差別的な点 P は、以下のように導出することがで
きる。まず、損害防止努力を実施しなかった被保険者の無差別曲線と損害防止努力コスト
控除後の損害防止努力を実施した被保険者の無差別曲線とが 45 度線上において交わる点を









 さらに以上の結果をもとにして、点 P を基準に任意の点 Q,R をとり、各々の点において、
被保険者が損害防止努力を実施するか否かについて調べていこう。 




おける全部保険の点は、（図 9）における点 M̂ である。他方で、損害防止努力を実施したと









































































































































































た額として定義）は、線分 LM として示される。つまり、保険者が線分 LN に相当する保険



























                                                        



















































































( ) ( ) ( ){ } ( ) ( )evPWueDPDWueU −−−++−−= παπ 1                   ---(1) 
ただし、 { }LH eee ,∈ は損害防止努力水準であり15、分析の単純化のため 0=> LH ee とする
16。また ( )eπ は事故発生確率であり、 ( ) ( )
2
1
0 <<< LH ee ππ とする。さらに ( )•u はベルヌ
ーイ型効用関数であり、連続、微分可能かつ ( ) ( ) 0,0 <•′′>•′ uu であるとする。それに対し
て ( )ev は損害防止努力の実施に伴って生じる不効用を示し、単純化のため
( ) ( ) 0=>≡ LH evevk と置く。そしてW は初期富、D は（定額的な）損害額、P は保険料、
[ ]1,0∈α は付保率をそれぞれ示している。以上の設定により、被保険者が損害防止努力 He を
実施した場合の期待効用（ HU と表記）を示せば、以下のようになる。 
   ( ) ( ) ( ){ } ( ) kPWueDPDWueU HHH −−−++−−= παπ 1                   ---(2) 
それに対して、被保険者が損害防止努力 Le を実施した場合の期待効用（ LU と表記）は、 
   ( ) ( ) ( ){ } ( )PWueDPDWueU LLL −−++−−= παπ 1                       ---(3) 
となる。従って、当該被保険者が自発的に損害防止努力 He を選択するための条件は、 
   LH UU ≥                                                              ---(4) 
である。そして今、損害防止努力 He と Le とが無差別になるような被保険者の付保率をα と
表記しよう。このとき(4)式を用いることで、α は以下のように求められる。 
   

















1                           ---(5) 
ただし ( )•−1u は ( )•u の逆関数を示す。そして上記(5)式において、右辺第 2 項は厳密に正と
なることから、α は 1 より必ず小さくなる17。従って、 1=α のとき－すなわち全部保険の





(discrete)である場合を想定している。なお He は High effort を、 Le は Low effort をそれぞれ
示している。 
16 それゆえ以下では、 He を「損害防止努力を実施する」、 Le を「損害防止努力を実施しな
い」と解釈して議論を進めていると理解してもよい。 
17 これに関しては、以下のように証明できる。 




























以上のことから、付保率が { }[ ]1,,0 αα Max∈ である被保険者は、相対的に低い損害防止努力
水準 Le を選択することが分かる
18。 
 さらに、上記のことを所与とした上で、被保険者に高い損害防止努力水準 He の実施を促
すための制度設計について数学的に検討していこう。 
 まず、各被保険者に自発的に損害防止努力水準 He を選択させる方法として、 大付保率
に関する規制を課すことが考えられる。具体的に言えば、 大付保率をα の水準にセット
すればよく、このことは（図 12）において、半直線 OK より南東方向の領域のみを保険設
計可能領域とすることに対応している。 
 次に、α が大きければ大きいほど、被保険者が損害防止努力水準 He を選択する可能性が 

















ただし k≤≤ ρ0 ）を決定する。次に、以下の(6)式に示されるようなα̂ を導出する。 
   



















1ˆ                           ---(6) 














 Arrow, K. J. [1963], “Uncertain and the Welfare Economics of Medical Care,” American 
                                                                                                                                                                  
り矛盾する。ゆえに、(5)式右辺第 2 項は厳密に正となる。 
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